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市場 と資 本主義 の 関係 につ いて の史的 唯物論 的理解 につ いて
MarketandCapitalismANewMarxistUnderstanding
「市場 」の理解 を正確 に す るこ とは、「資本主 義Jの 理 解 を正確 に し、かっ刷 新 す るこ と
と同 じであ る。それ は、多 くの 「マル クス主義 」理 論が両 者の混 同を して いるか らであ る。
旧 「社会 主義 」の市場 化 を 「資本 主義化」 と同一視 し、 よって以前 の体 制 が 「資 本主義 」
で なか ったか の ように理解 す る見解 もそ のひ とつであ る。との ため、以 下で は まず筆者 が、
大西(1991)および大 西(1992)の示 した 「資本 主義」理解 を示 し、後 に この理解 にお け る 「市
場」の位 置づ け、「私的所 有」の位 置 づけ を論 じ、さ らに筆者 の考え る 「市場 的」な タイプ
の 「ポス ト資本 主義」像 を述べ る。
なお、 この 「ポス ト資 本主義 」が いか に 「市場 的」 なタイ プの もの であ って も、 それへ
の移行 に国家権 力が役割 を果 たす可能性 は存 在 す る。 た とえば、福 祉 国家や生 産手段 の権
力的 な再分 配 であ り、これ らは単 に理 論上 の問題 では な く現実 に行 なわれ た事柄で もあ る。
よって、 その 間題 につ いて最後 に論 じ、そ の こ とで本稿 の立場 と社 会民 主主義 お よび従 来
のマル クス主義 との関係 を明示 したい。
1筆 者 の 「資本 主義」 理解 につ いて
筆者の「資本主 義」理解 を封建制 との対 比で まず述べ る。 すなわ ち、 まず、産業 革命前 、
「機械 」が なか つた頃 の手 工業 を想 起 され たい。 ここでは 「機 械」 がな く 「道具 」 しかな
い以 上、生産 物の量 と質 を上 げ るた めには 「手 の熟練 」の水 準 を引 き上 げ る しか方 法 がな
い。作 業者 は親方 との 間で 「徒 弟関係 」に入 り、その 下で何十 年 と毎 日同 じ作 業 を行 な う。
こ う した親方 に従順 な繰 り返 しの みが この場合 には生産 力 を保つ唯 一の方法 であ るため、
こ うした 目上 を大切 に する、 とい う 「麗 しい」 人間 関係 が築 かれ る。儒 教精 神は その イデ
オ ロギー的表現 であ る。産業革 命後 の現代 では 「定年制 」が成 立 し、 永 く同一人物 が組織
の長 を勤 め る ことは 「老害」と言われ る。このよ うな社 会通念 の転換 は 「道 具 」なの か 「機
械」 なのか とい う技術 的条件 の違 いに よって もた らされ る。確 か に唯物 論 であ る。
しか し、 こ う した転換 は こ う した各作 業所 内での人 間関係 だけでは ない。 た とえば、上
記の よ うな熟練 の形成 の為 には、各作 業所 内で親 方が指 導す る弟子の数 は制 限 されなけれ
ばな らない。大学 の大講 義の よ うな システ ムで教 え られ る 「科 学的」知 識で はな く、「腕 」
自身 に覚 えさせ る 「技 」の よ うな ものは親方 との人格的 な交流 がで きる範囲 の人数、 十人
前後 に対 して しか 「伝授 」す る ことはで きない 。そ して、 そ のため にその個 々の経営体 は
小規模で あ る必要 があ り、経営体 間 の競 争 を制 限 して大規模 経営 を抑止 す る封 建的 な同業
組合(ギ ル ド)が 形 成 されたの は この ためで あ つた。 ギル ドとい う社会制 度 もが この時代
の技 術的条件 の賜物 であ る ことがわか る。
しか し、 こ う した 「麗 しき」時 代は機械 の登 場 によ って終 わ る。機 械 が登場 す る と生 産
物 の質や量 は以前 のよ うな熟 練 に依 存 す るもので はな く、機械 の質 や量 に よって 決 まる よ
うにな る。熟練労働 者は不 要 とな って職 を失 ない、代 って 工場 に入 った不熟練 労働者 も 「不
熟練 」であ るがた めにいつ で も取 って代 え られ うる、 そん な存 在以 上の ものに はなれ ない
(「機 械 の単な る付 属物 」(『共産 党宣 言』))。その ため彼 らの雇 い主 に対 す る交渉 力は弱 く
な り、賃金 な どの労働条件 は悪化(「貧困化法 則 」)。そ して その結果 、利 潤 はさ らに大 き く
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な って それが再 び資本 と して機械 に再投 下 され るこ ととな る。 こ う して産業 革命後 の社会
では 「資 本」=機 械 が社 会 の主 人公 のよ うに振 る舞 い、 その増 殖 が 自己 目的であ るかの よ
うに運動 す る。それが ため にこの社会 は 「資 本」制社会(CAPITA:Listsociety)と名付 け ら
れ るのであ るが、 ともか ぐこ うして機械 が大 き くな る ことは 、生産 力 も大 き くな るこ とを
意味 する。 とい うよ り、生産 力の大 きさが熟 練の程度 に依 存 す るのでは な く、機械 の質 ・
量 に依存 す るよ うになった とい う 「工業 社会 」 と して の資本 制社会 の定義 自身が、機 械 の
増 殖(← 社 会 的富の多 くが労働 者 にで はな く 「機械」 に配分 され る とい う状 況)以 外 には
生 産力発展 が で きな い ことを意 味す る。そ して、実際、 この 「資本 」制社会 は ま った く自
動的 にそ う した 自己増殖 の メカニズ ムを ビル トイ ン してい るのであ る。
以上 が筆 者 の 「資本主 義」理 解で あ る。これは、「資本 主義」 を 「産 業革命 以降 の資本蓄
積 が社会 の第 一義 的な課題 とな る社会 シス テム」 と して捉 え る捉 え方 で あ る。 この捉 え方
とマル クスの それ との何 らか の相 違 を指摘 する ことも可能で あ ろ うが、「資 本蓄積 的社会 シ
ステ ム」 を 「資本 主義 」 とするネー ミング の 自然 さを否 定 す るこ とはで きない。 この意味
で 「市場 」をもって現存 の社会 システ ムを定義 す るや り方 は 「市場(主 義)」との ネー ミン
グ を使用 すべ きであ り、「資 本主義」 との 名にその定 義 を押 し付 け るの は不 自然 であ る。
なお、 この理解 が、① 史的で あ り② 唯物 論 的であ る とい う意 味で、 これ が一種の 「史的
唯物 論」であ ることも疑 い得 ない。マル クスのそれ との差 をい くら論 じえて も、これ が 「史
的唯物論」 の一種 であ る以上、① 史的唯 物論 と② 剰余価値 学説 に よって定義 され る 「科学
的社 会主義 」=マ ル クス主義 の少な くとも半分 の条件 を整 えてい るこ とを否定 で きない。
(「剰 余価値 学説 」との関係 は こ こでは省 略 するが、大 西(2002)ない し山下 ・大 西(2002)
参照)
もうひ とつ、 この 「資 本主義」理 解 のた めに明確 に してお かな けれ ばな らない ポイ ン ト
は、 こう して登場 した 「資 本蓄積 的社会 」が歴 史のあ る段 階 の もの に過 ぎず、い ずれ不要
にな るこ とであ る。未来永 劫 に資 本蓄積 が必要 なので あれば、 それ は歴 史的 に限定 され、
かつ 「社会 主義」 に よって克服 され る対 象 と しての 「資 本主義 」 と言 うこ とがで きないか
らであ る。このため に、産 業革命後 の社 会 が 目指 す 「最適 資本量 」、これ以上 の蓄積 を要 し
ない蓄積上 限 と しての 「最 適資本量 」 を次 の よ うに説 明 した い。
我 々人類 が生活資料 を入 手 するため に 自然 に投 入可能 な生産 要素は 本源的 には労働 のみ
で あ る。が、 産業革命 後 の社 会 では、 この本源 的生産要素 のみ で生活 資料 を生 産 す るので
は な く、一旦機 械 を作 るため に労働 を投入 し、 その後 にその機械 と労働 との共 同で生 産活









しか し、 この下部 の 「迂回ル ー ト」 に全 労働 のす べて を割 り当て るので はな く、あ る一
定の比率 で割 り当て られ るのが望 ま しく、 その比 率は、生活 資料 生産 にお ける機 械 の限界
生 産性 、機械 の生 産 におけ る労働 の限界生産性 、お よび生活 資料 生産 にお ける労働 の限界
生産性 に依 存す る。 た とえば 、上図 におい て、+1や+2、+0.5と書かれ てい るの は、それ
ぞれ の矢 印 にお け る限界 生産性(その生産 要素 の1単 位増加 に よる生 産増加 量)の例 で ある
が、 も し上の よ うに三種 の生産 シス テムが ある とす る と、
ケース1の 場合 労働1単 位 を直接 的な生活 資料生 産 にまわす と1単 位 の生活 資料 が増 え
労'働1単位 を迂 回生産 で行 うと、1×2=2単位 の生活 資料 が増 える。
ケース2の 場合 労働1単 位 を直接 的な生活資 料生産 にまわす と1単 位 の生活 資料 が増 え
労働1単 位 を迂 回生産 で行 うと、1×1=1単位 の生活 資料 が増 える。
ケース3の 場合 労働1単 位 を直接 的 な生活資 料生産 に まわす と1単 位 の生活資 料 が増 え
労働1単 位 を迂 回生産 で行 うと、1×0.5=0.5単位 の生 活資 料 が増 え る。
い うまで もな く、 この時 、合理 的経 済 主体 は ケース1の 場 合 には、迂 回生産 の限界 生産
性 が高い ため によ り多 くの労働 を迂 回生産 に回す こ と とな り、ケー ス3の 場合 には、逆 に
直接 生産 の方 向に労働 をシ フ トす る。 この意 味で、 生産の 「迂 回生 産」へ の依存 は 、その
適切 な 「比率 」 とい うものが あ り、機 械 のみ に依存 した生産 に社会 が無 限 に進 んで い くの
ではない。つ ま り、資本 主義 が 目的 とす る資本 蓄積 に もある終着 点(最 適資本 量〉が あ り、
そ こに到着す れば も うそれ 以上 の蓄積 は(減 価 償却分 の補填 を除 いて)不 要 にな る、「資本
主義 」の歴史 的使命 は この地 点 で終了 し1、も しそ れ以 上に蓄積 を進 め るな らそれ は非合理
的 な 「過剰蓄積 」 を してい るこ とにな るので あ る。合理 的経 済主体 を想定 し、か っ外部性
が存在 しない場合、 そ の よ うな こ とは生 じない。
1迂 回ル.__..トの生産 は最 終生産 物の入 手が一期遅 れ る こ ととな るので、厳密 に言 うとこの
「最適 値」 にはそ の時 間差 が考慮 されね ばな らない。 このた め、現在 よ り将来 を よ り重視
す る人々 に とって は この 「最適 値」 が よ り高 くな る。 なお、'こうした時 間選好 率 の問題 を
考慮 してい ないが、この 「最適 値」は大西(2002a)でよ り簡 単 に導いて い る。参 照 され たい。
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なお 、一般 に機械 の限 界生産 力 は資 本ノ労働 比率の上 昇 に依 存 して減 少す るか ら、「ケー
ス1」は過 小な資 本量 にお いて起 き、「ケ ース3」は過剰 な資 本量 におい て起 きる。つ ま り、
歴史 はケー ス1か ら始 ま り、 ケース2に 到達 した時点 で資本 蓄積は終 了する。 もちろん、
技術革新 は この最適値 を変更 す るか ら、そ の不断 の変化 が生 じるか ぎ り、 追加的 な資本 蓄
積 が必要 とされ る。 が、 それはそ の限 りで あ って、 それ も また無 限の ものでは ない。
IIこ の理 解 にお ける 「市場 」 の位 置 につ いて
さて、 そ うすれば、 この理解 にお いて 「市場 」 は どの よ うに位 置づ け られ るの か。上 の
定義 にお いて は、「市場」は一切登 場せ ず、資 本蓄積 的であ るか どうかのみ が基準 とな って
い る。この意味 で、「市 場」がな くとも資本 蓄積的 であ るよ うな社会 は 「資 本主義 」と定義
され る。 とい うよ り、資 本主義 の初期段 階 に一般的 に見 られた国家 主義的 なタイ プの資本
主義は、「市場 」を挺子 と した資本蓄積 に比 ベー般 に よ り 「資本蓄積 的」であ った。私 的 セ
クター が未成 熟 で、 彼 らに任 され るだけで は社 会的 に必要 な資本蓄積 が なされな い歴 史段
階にお け る国家 の資本蓄積 へ の直接的貢 献 の体 制で あ り、これ は 「国家 主導型 の資本 主義」
とい う意味 で 「国家資本 主義」 と呼ぶ こ とがで きる。旧 ソ ビエ ト ・ロ シアや毛沢東期 中国
の ような 旧 「社会主 義」、それ に1945年以前 の 日本や ドイ ヅ とい った体制 をその典 型 とす
る。
が、か とい って、 我 々が ここで検 討 の対 象 とす る 「市場」 が 「資本 主義」 と本質 的な関
連 を持た ない とい うこ とでは ない。 た とえば、 市場競 争の激化 は労働 者間 の競 争 をも促 進
す ることによ って賃金 の切 り下 げ を招来 し、 また他方、 生産効 率の改 善 を進 め るこ とに よ
って も蓄積資 金の確保 を促進 し、 我々 はこの システ ムを 「私 的資本主 義」 ない し 「市場 資
本主 義」と呼 ぶ こ とがで きる。 この意味 で、「市場 」を 「資本主 義」 と無関係 に捉 えるの も
誤 ってい る。 要は、 それ が 「資本 蓄積的」 な役割 を果 たす条件 とメカニズ ムを正確 に認 識
す ることで あ る。す なわ ち、 まとめる と、「市場 」は、① 資本主義 の定義 的条件 では ないに
して も、②あ る条 件 の下で、 資本蓄積 に極 めて適 合的 であ るこ とを認識 す るこ とが大切 で
あ る。
mこ の理解 にお け る 「私 的所 有」 の位 置 について
こ う した 「資本主義 」 と 「市場」の関係 は、「資本主義 」 と 「私 的所 有」 との 関係 にも対
応 する。
とい うのは、 まず、前 述 の ように生 産手段 の所有 が 「私 的」 でない経 済 シス テム にお い
て も 「資 本蓄積 的」で あ った例 があ ったか らで ある。先 には、 これ を国家主導型 の社会 シ
ステ ムについて 見たが、 ここでは さ らに 「共 同所有 」の企業 システム=「 協 同組合 」 につ
いて も考 えてみ たい。筆 者は約3年 間、 全 国生協労働 組合連 合会 の諮問委 員 と して生協 の
労働条件 につ いての調査研 究 を行 ったが、 そ こで は一般私企 業 に比べて 劣 った労働条 件 に
満ちて いた。 これは、実 は一般 「私企業 」 と異な る 「私立大 学」 につ いても言 え(法 人化
後 の 「国立大学法 人」に も言 え る)、それが 「資 本蓄積 的」でな い とは とて も言 えない。労
働 分配率 を切 り下 げ、新学 部建設 資金 の確 保 にや っ きとな って いるか らであ る。 この意味
で、生産手段 が私 的資本 家に 「所 有」 されて い るか どうか を基 準 に 「資本 主義的」 であ る
か どうか、 我 々の言葉で は 「資本 蓄積的」 で あ るか どうか を判断 す るこ とは誤 りであ る。
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ただ し、 そ うであ って も、マル ク スが生産手段 の 「私 的所有 」 に拘 った ことも事実 であ
り、「市場 」 にお け る と同様 、生産手 段 の 「私的所 有」 があ る条件 の下 で、「資本 蓄積 的」
な役 割 を果 たす こ とも同時に認識 され なけれ ばな らない。 た とえ ば、原初 的な私 的資本 の
成 立期 に、「資 本家」が 「この生産 手段 は俺の もの だ」 と宣 言で きるか ど うかは、彼 の労働
者へ の指揮権 の強弱 に直接 影響 を した はずで あ る。誰 の もので あ るか分 か らな い生産手段
を使 用す る労 働者 に所 有者 であ るか ど うか分 か らな い者 が強力 な指揮権 を発 動 す るこ とは
困難 であ るか らで あ る。 この様子 を我 々は、衰退 期の 「国家資 本主義 」経済 にお いて観察
する ことが で きた。
もち ろん、とはい え、この よ うに曖 昧な所 有権の 下で も、「選挙 」や 「民主 主義的 決定(教
授会!)」によ って、 分配 率の切 下 げ=資 本蓄積 をス ムーズ に遂 行 す るこ と.はで きる。 この
意味 では、民 主主義 的諸制度 もまた、資本 蓄積 への合意調 達 を可能 とす るための 「資本主
義的 」=「 資 本蓄積 的」 システ ム と理解 す るこ とがで きる。
ともか く、 まとめ る と、「私的 所有 」 は、① 資本 主義 の定義 的条 件 では ない に して も、
② ある条 件の 下では資 本蓄積 に極 めて適合 的 とな るこ とが分か った。
IV「 市場」 の延長 にあ る 「ポ ス ト資本 主義」 と しての企業像
以上 で、「市場」や 「私的所 有」が 資本主義 の絶 対的条件 で ない こ とを見 たが、その延 長
で さ らに ここでは 「市場 」や 「私 的所 有」 が 「ポス ト資本 主義」 の条件 ともな り得 ること
を主張 したい 。
そ のため にまず、資本 蓄積 の制限 の方法 と して これ まで 主張 されて きた議論 の歴 史的変
遷 を振 り返 ってみた い。す なわち、「国家所 有」 による制 限論(国 有化 論)、労働 組合 の圧
力 による制 限論、 国家規 制 によ る制 限論(民 主的規 制論)と い う順 の議 論の 変遷 で あ る。
大局 的 に言え ば、 当初 国有化や 労組運 動に よ る制 限に期待 した労働側 も、 それ が うま く機
能 しな い こと、 よ り正確 に言 えぱ、 こ う した資本 の 「制限」 が創意 ・エ夫 や企業 家精神 の
萎縮 を導 いて しまうこ とか ら、徐 々に主張 を緩 め、「所 有は その ま まで も必要 な規 制 がで き
れば良 い」 とい う とこ ろまで後退 させて来 た歴 史で ある。が、実は最 後 の 「民主的規 制論 」
も本質的 にその弱点 を克 服 して い るわけで はな く、 その主張 もさ らに緩 め られ る方法 に事
態 は進 んで い る(たとえば 「ル ールあ る資本 主義 」論)。この過 程 を素 直に延 長す ると、 最
後 には 「透 明性」 と消 費者主権 をキー ・ワー ドとする現代主 流派経済 学 の議 論 に まで行 き
着 く可能性 が強 い。が、 これは マル クス理 論 の後退 ではな く、ひ とつの前進 であ ると理解
したい。
その理 由は以下 の とお りであ る。 まず、「市場 の規制 」、「生産 手段 の公 有化 」 が 「社 会
主義 」であ る とのこれ までの理解 は 「市場 」之 「私 的所 有」 につ いての不正確 な理 解 を前
提 と して いたか らで あ る。「市場 」や 「私的所 有」 がな けれ ば資本 主義 でな い との理解 は、
その廃 止が その まま 「社会 主義」 であ る との非 科学的 な期待 を生 じさせて いた。
また第二 に、 上場企 業 に各 種 内部 資料 の公開 を義務付 け、 さ らにその範 囲 を拡大 しよ う'
との社 会的 トレン ドは、 それ ら企業 を一種 「社 会的所有 物」 と看倣 した もの と理解 で きる
か らであ る。 我 々は、 あ る上場 企業 に投資 をせ ず とも、 す るか しな いか を決 め る ことが出
来、あ るいはその決 定が正 しくなされ るため に企業業績 を知 る 「権利 」を今や有 して い る。
これ は全 国民 がいわ ば潜 在的 な 「所有 者 」 と看倣 されて い るに等 し く、 投資1非投 資1売却
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の国民的判 断 に企業は いつ もぴ くぴ くしなが ら企業活 動 を行 わ ざるを得 な くな ってい る。
「株 主オ ンブズマ ン」 の活動 は、 こう した株 主権限 を利 用 した活動 であ り、経 営者 たちが
その任 に忠 実 に企業 の発展 に尽 くす こ とを強制 す る活 動であ る。言 い換 えれば、背任 をせ
ず、株主 の利益 を守 る ことが今 や社会 的な正義 と認識 されて い るの であ る。 もちろん、 こ
の場合、 国有化 論や労働組 合規制 、国 家規 制 に よるよ うな生産 の 「規 制」 が 目的 とされて
い るので はな く、 企業活 動の 「発展 」 が 目標 とされて い る。 この意味 で先 の問題点 は克服
されて い る。
重要な ことなので繰 り返 すが、 ここで の主張 の 中心 は、 これに よって企業 が一種 「社 会
的所 有物」とな る とい うこ とであ る。生産 手段 の所有 の 「社 会化 」とは、「国有化 」で も 「公
有化 」で も、 は た また 「共 同所有 」で もな く、 この よ うな ものだ とい うの が筆者の見解 で
あ る。
なお、 この ように 「経営者 」 をす るとい うこ とは、経営者 を 「あが り」の ポジ シ ョンと
して、つ ま り.、以前 の貢献 に対 す る 「ア ワー ド」 と して扱 うこれ まで の 「日本 的経営」 を
解体 す るこ とを意味 す る。 これは 「経 営者 」 を労働 の支配者 で な く現場 、経理 、販売 な ど
と同列 に並ぶ 「職種 」 にす るとい う作 業で あ る。企 業 を倒産 させず、別 職種 と しての労働
者 が幸 せ に暮 らせ るため にも 「経営者 」は過 去 にではな くその在任 中にその職種 と しての
役割 を十分果 た さなければ な らな い。他 方、「日本 的経営」は、正規 労働 者間 の格 差の 少な
い 「平 等」 なシステ ムであ ったが、 同時 に労働 分配 率 を引 き下 げ(資 本 蓄積率 を引上 げ)、
過労死 を続 出させ、 さ らには内部の不 正 を隠 す こ とで社会的 な不正 義 を温存 する シス テム
で もあ った。「日本的経 営」 の解体 とは、 こう した歴史 時代 を超 克 す るこ とで もあ る。(こ
の点 について は、大西(2001)および大 西(2002b)参照)
V「 ポス ト資 本主義 」への移 行の社会 民主主 義的お よび「マル クス的 」方 法 について
こう して 「ポス ト資 本主義」 を 「市場 的」な もの と して描 くこ とは、「国家 の死滅」 を想
定 した マル クスの 「ポ ス ト資本 主義」像 と整合 的で はあ って も、 マル クスがそれへ の過渡
にお ける国 家の必 要性 を説 いた こと(「過 渡期 国家論」)との関係 が明 示 されな ければ な らな
い。そ のため に、 本稿 では資本主 義後期 にお け る階級分裂(人 々の 間で の資産格 差)の 残
存 が 「過剰 蓄積」 を引 き起 こ し、社 会民主 主義 的国家介入 、労働 組合 主義 的な賃 上 げ圧 力
や 「マル クス的 」な生 産手段 の再分配 は それへ の対応 と してあ る ことノあ つた ことを説 明 し
たい。
そ こで まず ここで、第1節 で定義 した 「過剰 蓄積 」 が資 本主義後 期 にお いて発 生 す る条
件 を特 定化 した い。第1節 では それ を、非合 理 的経 済主体 の存在 、外部 性 の存在 と述べ た
が、この前 者は① 人々の 間に非合理 的な 蓄積 衝動 が存在 す る場合(岩 井克 人の主張 す る 「貨
幣愛 」のケー ス)と して、後 者は② ひ とつ の社会 に異な る時間選 好率→ 異 なる最 適資本量
を持 つ グル ー プ(たとえば民族)が存在 し、 その 内の蓄積 志 向的 グルー プが そ うで な いグル
ー プを 「分析 派マル クス主義 」の意 味で搾取 す る場合(異 な る時 間選好 率が異 な る最適資
本量 を もた らす事 について は注1参照)、③ ひ とつ の社 会 内に時間選 好率 の格 差 がな くとも
「先富」 の階級 と 「後 富」 の階級 が存在 し前 者 がすでに最適 値 に到 達 しなが ら後 者 を 「分
析 派的」意 味 で搾 取 す る場合、 と してよ り具体 的 に論 じるこ とがで きる。 この 内、 階級理
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論=「 搾取 」理論 と して我々 が最 も重視 す るのは③ のケー スであ る。
た だ し、 この説 明の ため には分析 派 的 「搾 取 」 とは何 か につい ての理解 が前提 とな る。
そのため に、次の よ うな数値例 を挙 げた い。す なわ ち、今 、ともに'1'の労働 を持 つ 「先 富」
の 階級 と 「後 富」の 階級 があ る時点 で それぞれ 下記 のよ うな量 の機械 を保有 して いた と し
よ う。その場合 、 それぞれ の生産量 は'3'、'1'とな って全 社会的 には'4'の生産 が行 なわれ る
こ ととな るが、今 も し 「先 富」の階級 が 「後富 」の階級 に機械 を 「貸借 」 して両階級 の使
用機械 量 を均 一化すれ ば それぞれ が'2.5'ずつ の生産 を行な え るよ うにな るか も知 れな い。2
この時 、全社会 的 には'5'の生産 が行 なわれ て'1'だけ純増 す る。 そ して、 問題 は この増 分 を
どち らかの階級 が取得 す るかであ る。分析 派は前 者 によ る全量 の取得 を想定 し、それ を 「搾
取」 と呼ん だ。3なお 、 ここでの 「機 械 の貸借 」は、「後 富」 階級 が 自分 の作 業場 に とどま
りな が ら 「先 富」階級 の機 械 の使 用 を許 されて い る状 態 を直接的 イ メー ジ として いるが、
機 械 の存 在す る場所=「 先富」 階級 の作 業場 に 「後 富」階級 が通 って作 業 する と して も本
質的な差 はな い。 した が って、 ここで の 「機械 の貸借 」 は本質的 には 「資本主義 的」雇 用
関係 として理解 で きる。
派マル クス主 の 「 r 、・ と 「 念
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そ こで我 々の本来 の問題 に戻 る。 すな わち、 この意味 での 「搾 取 」が すでに 「最適 値」
に達 して いる 「先富 」お よび 「後 富」のふ たつ の階級4の間で発生 した場 合、 どの よ うにな
るのだ ろうか。この問題で は先の第1節 の図 に合 わせ て次の よ うに表 現 す るこ とがで き る。
す なわち、 すでに 「最適 値」 に至 つてい る 「先 富」階級 も、 まだそ こに至 ってい ない 「後
富」階級 に機械 を貸借 す るこ とに よって必 ず しも ここで蓄積 を停 止 す るこ とが最適 な行動
では な くな る。彼 が こあ時 に使 用 する機 械 の量 は、(「先 富」階級 の 当初 保有量+「 後 富」
階級の 当初 保有 量)12に縮 小 するか ら、この状態 の限界資 本生産性 は1を上 回 るこ ととな り、
2こ の仮定 はそ う特殊 な もの では な く、第1節 と同 じく資 本の限界 生産 性 の逓 減性 を想定
す るこ とに等 しい。この数値例 の場合 、資 本が0→2と 増 え る時 の限界生産 性 は0.5、2→6
と増 え る時 の それは0.375、6→10と増 え る時の それは0.125とな って い る。
3筆 者 は完全 に平等 な社 会で も資本蓄 積 のため に社 会的総生 産 の一部 が使 用 され うる とい
う意 味で それ を「搾取 」と呼 んでい る。これ は、大西広(2002a)ない し山下裕 歩 ・大 西広(2002)
参照 の こ と。 この意味 で分析 派の 「搾 取 」定義 と異 な る。が、 分析派 は 「搾 取」概 念 も非
常 に操作 性 が よ く、資 産格差 を持 つ二つ の階級 間の関係 を理解 す る便 利 な分析 用 具 となっ
て い る。
4ここでは両階 級の労働 量=人 口を同量 と仮 定 してい る.この仮定 は非 現実 的であ るが、こ
の仮定 を緩 めて も同 じ結果 を得 るこ とが で きるため、 こ こで はこの仮 定 によ る解 説 を行 な
う。
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資本 蓄積 を続 け る。 が、他方 のT後 富」階級 は この貸借 に よ り一切の利 益 を得 な い(と 想
定 され てい るか ら〉、 よって生活 資料生産 にお け る機械 の限界 生産性 は(図 の場合)2に 留
ま り、 この結果 、彼 らはそれ が'1'に達す るまで 蓄積 を続 け る。 とな る と、 この時点 以 降、
「先 富」階級 の機 械 保有 量は(減 価償却 を考 えな い限 り)「最適値 」を超 え続 け、他 方の 「後
富」 階級 は 「最適値 」 に達す る。 っま り、全社会 的な観点 か らして 「過剰 蓄積」 とな る。
要約 すれ ば、生 産手段 の保 有 量 の格 差が貸借 関係=賃 労働 を生 じさせ 、それ が資 本主義 末
期 には 「過 剰蓄積 」を もた らす 。マル クスは 、「過剰 蓄積 」 とい う言葉 で後 期資本 主義 の 問
題 を明確化 したわ けでは ないが、 生産力発展 の高 い段階(資 本蓄積 がす で に相 当 に進 んだ
段 階)で は資本 の蓄積衝 動 が生産力発 展の妨 げ にな る と述 べた とい う意 味では 同 じ主 張 を










が、実は この場合 の 「過剰 蓄積」 を阻止す る方 法 について もマル クスの理論 と我 々の考
え との接 点 は多い。 とい うのは 、以上 の 「過 剰 蓄積」 を阻止す る方法 と して存在 す る 「社
会 民主主義的 方法」や 「労働組 合 主義的方 法」 に対 し、マル クスの提示 した生 産手段 の再
分配 とい う方 法の革命性 を この枠組 みは うま く表 現で きてい るか らで あ る。
もち ろん、 この認識 の前提 に は、筆者 が ここで定義す るr社 会 民主主 義的方 法」や 「労
働組合 主義的方 法」が 「過剰 蓄積 」を避 ける 目的 で役 立っ とい う認識 が あ る。とい うのは、
前者 は福祉 国家 政策や 累進 課税 な ど所 得再分 配 政策 で社会 的 な消費 率 を引 き上 げ る=投資
率 を引き下げ るか らであ り、後者 は賃 上 げ とい う形で分析 派的 な意味 での 「先 富」階級 の
一方的 な 「搾取 」 を認 めず資本 貸借 に よる追加 生 産の成果 の一部 を 「後 富」階級 も享受 で
きる よ うにす るか らで あ る。前者 が 「過剰 蓄積 」抑 制的 に働 くのは説明す るまで もない が、
後者 もまた生活 資料生産 にお け る機械 の 限界 生産性 を引き下 げて資本蓄積 の衝動 を抑制す
るこ ととな る。
が、実 は この ふたっ の方法 とも 「階級 」 自身 の廃止 を導 かない とい う決 定的 な問題点 を
持 っ。前者 は生産 手段 の保有格差 に対 して何 の効果 も持た ない し、後者 もまたそ れが 「過
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剰 蓄積」抑 制的 であ るのは、「後 富」階級 の 「先富」階級へ の キャ ツチ ・ア ヅプ=生 産 手段
の保有格差 の解消 を妨害 す るがためで あ る。分析 派 が正 し く主張 した よ うに、 生産手段 の
保有量 に格差 が存在 す るか ぎ り、その貸借 関係=賃 労働 は経 済的 な合理性 を持 ち存続 す る。
つ ま り、 こ う した生産 手段 の保有 量格差 に手が つけ られな い限 り、階 級 関係=賃 労働 は廃
止 きれ な い。マル クスが述 べた方法 が革命 的で根 本的 であ る ことは こ う して我 々の枠組 み
か らも理解 す ることがで きる。 これは、 マル クスの方法 では 国家の介 入 が一時的 な ものに
留 ま り、「社会民 主主義 」や 「労働 組合主義 」の介 入が永遠 に必 要 とな るこ ととい う対 比 と
して も言 え る。マル クスは この意味で 、「大 きな 国家」を主張 したが、それ は一時的 な 「過
渡期」の もの に過 きず、 この点 で 「社 会民主 主義」 な ど と区別 されな ければ な らないので
あ る。5
ただ、実 はその上 で、 我 々の見解 は この 「マル クス的方法 」 と同 じで はな い。 とい うの
は、 ここで の想定 の ように機 械の減価 償却 を無視 した と して も、資 本市場 が発達 して 「先
富」 階級 が 「後 富」 階級 に機械 を売却 す るこ とが で きるので あれ ば(=企 業株 式 を売却 で
きるのであれ ば)、両階級 の生産 手段保 有量 は均等化 す るか らであ る。先の例 では、「先富 」
階級 によ る全 面的な 「搾 取」 のケー ス にお いて 「後 富」 階級 が遅 れて 「最適値 」 に到達 し
た時、「先富 」階級 は すでに 「最適 値」以 上の機 械 を保 有 してい たが、これに よって 「先富」
階級は最終 的 に余分の機械=資 本 を保有 す る ことにな る。が、この資本 市場 が存在 すれば、
その余分 な機 械=資 本 を売却 して 「最適値 」 を実現 す るこ とがで きる。 この時、 言 うまで
もな く、「階級」 と資産 格差、 賃労働 関係 はすべ て死滅 す る。6
も ちろん、 こ う した想 定 が、「雇用 関係 の消 滅 」 とい う意 味 で、 一種バ ラバ ラな個人 企
業 に社 会 が逆 戻 りす るの だ と理解 されれ ば、 それはあ ま りに非 現実的 と評価 され ざ るを得
ないだ ろう。が、 しか し、 我 々は すで に前 節で 「市場 的」な ス タイル の 「ポス ト資本主義
的」 な企業 像 を提 起 しえて い る。資本 市場(銀行 を通 じた間接形 態 も含 む)を通 じて全国民
が等 し く生産 手段 を保 有 し、 かつ労働 に も参 加 す る。 もち ろん、「経 営者 」 と非 「経営 者」
との格差 は残 って も、 それ は 「地位」 の格差 で はな く、「業務 の違 い」 とな る。 あ るいは、
その上 に、 前節 で見 たよ うな 「市場 的」な タイ プのさ まざ まな企業 へ の監視 が強 まる。 こ
う した未来社 会 イメー ジの正 当性 を本節 は主張 する ことにな るの であ る。
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数学付録 「先富」階級が 「後富」階級を全面的 「搾取」する場合に過剰蓄積 となること
の証明
こ こで は、「先富 」 階級 が 「後 富」 階級 を全面 的 「搾 取 」す る場合 に過剰 蓄 積 とな るこ
との証 明 を行 な う。そ して、その ために、 まず、生活 資料生産 部門(Dと生産 手段生 産部 門
(萄の生産 関数 をそれ ぞれ次の よ うに設定 す る。
7躍ガ噸.r
K=L
ここで、L,Kはそれぞれ労働 量 と資本の存 在量 を表 わ し、Kの 上 にあ る傍 点(・)はその1
期 間 にお け る増分 を表現 して い る。 また、生活 資料 生産は規模 に関 して収穫 一定 であ る と
仮 定 して い るが、 以下 の計算 途上 では、 当初 表 現の 煩 を避 け るた めに まずはf(K・L)と表
現 して い る。 さ らに、 これ もまた表現 の簡 略化 の ために 「先 富」階級 を添 え字1で 、「後
富」階級 を添 え字0で 以下 では表 す。
この時、資本 貸借 によ る追加 生産 のすべ てが 「先富」 階級 に よって取得 され るか ら、 こ
の階級の利得(0は 次の よ うに表 現で きる。す なわ ち、
・一鼠 咄 〔Ko+KIL2,0)+ノ〔畢 ム)一ノ幅 ト∫鯛
で定 義 され る.は じめの項 は資本 の貸借 がな い ときに得 られ る 「先富 」階級 の生産量 を表
わ し、次 の括弧 で くくられた項 が資本貸借 によって得 られ る社 会的 な生産 の増 加分 であ る.
以上 は整理 す ると、
・=!〔K・+K2・7yl・〕+!⊂K・+K,2・・L.・)一焦 妬)










とな る.こ こで、最後 の式がLoとL1を区別 せ ずLと のみ記 して い るのは、そ の保 有量 が 同




となる.と ころで、本 稿第1節 で 見 たよ うにこの階級 が資本=機 械 と労働 の比率 を不 変 に
保 つ条 件は 五1の追加 的投入 に よる追加 的利得 が、生活資料 の直接 生産 で も、機械 生産 を経
由 した迂 回ル ー トで も均等化 す る ことで あ る。 この 問題 は さ らに厳 密 には迂 回生 産 によ る
生産物 の取得 が1期 遅 れ る ことを考 慮 して、
aGdKllaG(1)
∂Kld【乙1ρ ∂]乙1
と表現 で きる。 ここで、 ρは両階級 同一 と仮定 され た時 間選 好率で あ る。 したが って、 こ









他 方、「後富」階級 は どの よ うな蓄積行 動 を行 うか。この階級 は、資本 貸借 に よる生産 増





によって、 資本 蓄積 の 目標=「 最適値 」 を求め る ことが で きる。 具体的 には、最 初 のふ た








が得 られ る。 とす る と、我 々の問題 は、(3)式で表わ され る 「後 富」階級 の行 動 と(2)式で表
わ される 「先 富」階級 の行動 との イ ンタ ラク シ ョンで、 どの よ うな結果 が もた らされるか
であ る。 これ は両式 の単純な連 立解 と して は もた らされな い。両式 を単純 に解 くと、
Ko=K1=wa1LC4)1-ap
な る値 がもた らされ るが、 これは 「後 富」階級 がすで に(3)式で表 わされ る 「最 適値」 に到
達 してい るこ とを前提 に してい るか らで あ る。 そ うではな く、 我 々が ここで検 討 しな けれ
ばな らないの は、「後富 」階級 が まだ(3)式で表 わされ る 「最適 値」 に到達 してい ない時の
状 態であ る。 この とき、今、(3)式を下回 る資 本量Ksし か 「後富 」階級 が保有 して いな い
として、「先富」階 級は それ を前提 に(2)式をめ ざすか らで あ る。す なわ ち、この時 、「先富 」
階級 の保 有資本 量 は
2a,1=L-KsK,_1-ap
とな って、 これは(4)で表わ され た本来 の 「最適値 」 を超 え る。 これ は、 この時点 では全社
会 的 にも問題 は ないが、問題 はその後 も、(3)をめざ して 「後富 」階 級が資 本蓄積 を続 け る
か ら、このため に社会全体 と しては 「過 剰蓄積 」 とな る。なお、 この結 論 は、「最適値 」付
近 に到達 した先進 国が後進 国の発展 を環境 保護 の観点 か ら批判 す る現 象 をも説明 してい る。
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